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はじめに

○当社は、東京電力福島第一原子力発電所での事故（以後、「福島第一事故」と
いう）以降、その事故の教訓を踏まえ、津波対策や重大事故対策等の必要な安
全対策を徹底し事故リスクを極小化したうえで、原子力発電を引き続き電力供
給を担う重要なエネルギー源として活用していきたいと考えています。

○浜岡原子力発電所における重大事故の発生を防止し、外部に影響を及ぼすこと
がないよう、安全性向上に関する設備面の対策および現場対応力の向上につい
て責任を持って取り組んでおり、現在、新規制基準の適合性確認審査を受けて
いるところです。

○さらに、重大事故を防止する安全対策に限らず、万一、重大事故が発生した場
合の事故収束活動や発電所周辺地域における原子力災害対策についても原子力
事業者としての責務を果たすため、必要な対策の検討・対応を図っています。
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第1章

浜岡原子力発電所における
事故収束活動
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事故収束活動のための対策（ハード面）１
●福島第一事故を踏まえ、巨大地震に耐える、津波を浸入させない、原子炉を冷やす（電源・注水・除熱）機能を確保しています。
●万一重大事故に至った場合も想定して、格納容器の破損を防ぎ放射性物質の放出を抑制する対策も実施しています。
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福島第一事故を踏まえ、全社で事故収束活動の体制を見直し、実効性を向上しました。

東京支社

静岡支店

発電所
緊急事態対策本部 緊急事態対策本部

(原子力施設事態即応センター)

発電所の支援を円滑に
できるよう災害対策支
援拠点施設を確保

福島第一事故後の改善

地震等の災害と原子力災害の同時発
災に対応できるよう電力供給対応と原
子力災害対応の2本部体制に見直すと
ともに、原子力災害対応の要員を全部
門に拡充。（2012年6月）

災害対策支援拠点の運営やコールセ
ンターの設置等に必要な機能班を追加

住民避難対応機能の強化のために組
織を改善（2018年6月）

福島第一事故後の改善

より的確に対応できるよう
緊急時の組織を再編
（2014年7月）
任務の追加に対応できるよ
う対策要員の拡充
（福島第一事故前：約300名、
現状：約600名）

休日・夜間でも迅速に対応
できるよう初動対応体制の
強化

福島第一事故後の改善

本店 非常災害対策本部

（役割）
発電所の支援
等の原子力災
害対応

（役割）
地震等によ
る災害時の
電力供給対
応

（役割）
戦略立案、現
場対応、対外
通報等の発電
所の事故収束
対応

（役割）
発電所へ
の物資の
搬送等

原子力事業所
災害対策支援拠点

メーカ
協力会社

支援協定を締結
し、協力体制を
整備(2019年3月)

事故収束活動の体制・組織（ソフト面）２
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事故収束活動の取り組み（発電所緊急事態対策本部）３
発電所では、災害発生時には、緊急時対応に特化した組織を構築します。
緊急時対応が確実に実施できる組織とするため、緊急時の組織を再編しました。（2014年7月）
発電所の中で緊急事態対策本部、中央制御室、現場が連携して事故収束活動に臨みます。

①応急復旧計画の策定(原因究明等)、復旧対策の実施
②事故拡大防止に必要な運転上の措置
③火災を伴う場合の消防活動 等

本部長：発電所長
（原子力防災管理者）

原子炉、ﾎﾞｲﾗ･ﾀｰﾋﾞﾝ
電気主任技術者 他

副本部長：危機管理部長
（副原子力防災管理者）

①発電所設備の状況、機器の動作状況等の把握
②原因分析及び対応操作検討
③情報管理及び記録 等

情報戦略班

放射線管理班
①発電所建物内の汚染測定、放射線測定、評価等
②汚染拡大防止策検討
③環境モニタリングの実施 等

復旧班

支援班 ①資機材の調達輸送 等

①警備対策 等警備班

①原子力災害合同対策協議会における
緊急事態応急対策についての相互の協力 等ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ派遣班

①対外(都道府県、市町村)機関との連絡調整
②報道機関への情報提供及び問合せ対応 等地域・広報班

①救護医療活動安否確認救護班 ②被災者等の把握
④所内の従業者及びその家族の状況確認 等

③退避誘導

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.
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●休日・夜間においても、発生直後からの対応の迅速化を図るため、初動対応を確実に実施できる要員を
24時間365日確保しており、福島第一事故以降には初動対応体制の強化を図っています。

●また、初動の重機・可搬型設備を扱う専門組織として「緊急時即応班」を設置し、現在運用開始に向けて
チームを準備中です。

事故収束活動の取り組み（発電所初動対応体制の強化）３

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.

1時間

夜間休日対応者（5名）

当直（5名）

防災長・防災員（5名） ・初期消火 等

初動対応体制の
強化

現場対応の
スペシャリストチーム

運転員（４名以上） ・運転操作

24時間365日体制

初動対応を実行
する専属チーム新設

・アクセスルート確保
・注水機能確保
・電源機能確保
・除熱機能確保 等

・要員招集
・状況把握
・対外通報 等

必要要員の待機（検討中）

緊急時即応班（５名／班）

事象発生
0時間

中央制御室から遠隔操作により
電源・注水等を確保する

可搬設備を早期に設置して
過酷な事故に備える

初期通報連絡、要員の招集を行う
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３

ERFの設置（ERF:Emergency Response Force／緊急時即応班）

・初動対応の遅れは事
態を悪化させ、事後
の対応が限定される

確実な初動対応体制

・ 緊急時に最善の対応策を
即断し、確実に実施でき
る能力が必要

緊急対応に係る専門組織

24時間
365日体制

緊急時に特化した
オペレーション能力

マルチに
対応できる能力

事故収束の初動対応を確実に実施するため、スペシャリストチーム「緊急時即応班（ERF）」
を設置し、運用開始に向けて準備を進めています。

ERFは、真っ先に現場へ駆けつけ初動対応を行うと共に、参集要員を統率し現場対応に
あたります。

・瓦礫処理、可搬型
設備の運転等、多種
の現場対応が必要

多能工化した要員

対策要員対策要員対策要員
対策要員対策要員対策要員

対策要員対策要員対策要員

現在総員17名（自衛隊経験者含む）

アクセスルートの確保、現場状況に
応じた初動対応の実施

事故収束に必要な可搬型設備設置等の現場対応を統率

ERFの活動イメージ

隊長

現場隊長現場隊長現場隊長現場隊長

要員参集

隊長

現場隊長 現場隊長 現場隊長 現場隊長

対策要員対策要員対策要員

ERF
ERF

事故収束活動の取り組み（緊急時即応班の設置）

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.

2014年7月
「緊急時即応班」を設置

事故発生
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３

可搬型設備、重機を取り扱うための資格取得

○重機・車両取扱
資格取得：なし

○重機・車両取扱資格を以下のとおり取得
 大型車両：約７０名（電源車等）
 不整地車両：約５０名（注水車等）
 車両系建設機械：約４０名（重機類）

福島第一事故前 現在
大型車両
電源車・
注水車両 等

不整地車両
クローラ型
注水車両 等

車両系建設機械
重機類
・ブルドーザ
・油圧ショベル
・ホイールローダ

等

多様な可搬型設備、重機の配備
注水機能確保

電源機能確保 水素爆発防止

放射性物質の拡散抑制

除熱機能確保

瓦礫撤去

燃料確保
クローラ型ホース車取水ポンプ車（クローラ型・車両型） クローラ型

注水ポンプ車
放水砲 大容量送水ポンプ車 ホイールローダ 油圧ショベル

直流電源車 交流電源車 窒素供給車両 タンクローリー 熱交換器車 ポンプ車

事故収束活動の取り組み（可搬型設備等の配備）

柔軟に事故収束活動を実行するため、多様な可搬型設備や重機を配備しました。
ERFは、これらの可搬型設備、重機を取り扱い事故収束の初動対応にあたります。
また、ERF以外の要員も可搬型設備、重機を取り扱うための資格取得を順次進めています。
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現場要員

災害対策組織の各要員の対応力を高めるため、訓練の中長期計画に基づき、年度毎の達成目標を
定めて、改善に取り組んでいます。

適切な状況判断、正確迅速な任務遂行のため、役割に応じた教育・訓練を充実強化しています。

・可搬型設備を用いた訓練を実施し緊急時対応能
力を向上（瓦礫撤去訓練、可搬型注水車訓練、
可搬型電源車取扱訓練等）
・夜間訓練やタイベックスーツを着用した訓練など、
実災害を模擬した高負荷な訓練も実施

運転員
●重大事故等ｼﾐｭﾚｰﾀ訓練の充実

事故収束活動の取り組み（発電所教育訓練の取り組み状況）３

指揮者
●多様な事故・事象に対応できる能力を
備えるため、教育・訓練を充実

（本部席、情報戦略班、当直者等）

図上演習の様子

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂを着用した夜間訓練
（窒素供給車両への電源接続）可搬型注水設備操作訓練

運転員の重大事故対処訓練

・専門教育の実施による知識の向上
・習熟訓練（シナリオ開示型訓練）
の実施によって要員の対応能力・技
術を習熟し、シナリオ非開示の訓練
（総合訓練）で有効性を確認
・不法な侵入（テロリズム）等に備え、
テロ対策総合訓練等を実施

●要素訓練の充実
福島第一事故前は総合訓練（年2回程度）時に
実施していた要素訓練を充実
（2021年度実績：638回／年）

・重大事故発生時のプラント挙動
を可視化する教育ツールを導入し、
対応操作訓練を高度化
・外部専門家による教育の実施
・シミュレータ訓練によって状況把
握能力、中央制御室での運転
操作能力を向上
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●発電所で発災した場合、本店においても緊急時対応に特化した組織を構築し、発電所の事故収束活動の支援
を実施します。
●福島第一事故を踏まえ、各拠点への派遣やコールセンター設置など事故収束活動の支援に必要な機能班を追
加し、発電所の支援体制を強化しました。（2012年6月）
●ICS※の考え方を参考にして、効率的な本部運営と住民避難に係る対応力の強化のために本店における緊急
事態対策組織を見直しました。(2018年6月)

福島第一事故前 現在

本部長

本部長代理

本部運営Ｇ

OFC代表

本部長専属
本部運営統制

オンサイト統括

オンサイト計画・情報G
技術支援G
復旧支援G
ERC対応G
災害対策支援拠点派遣G
東京支社派遣G

オフサイト統括

オフサイト計画・情報G
オフサイト支援派遣G
PAZ避難支援G
OFC派遣G
被災者支援G

対外対応班 広報G、原子力災害コールセンターG

安全衛生班 安全衛生G、放射線管理G

支援班 総務G、人事G、資材G、情報システムG

本部連携班 本部連携G、設備復旧G、系統運用G

※ICS（Incident Command System）：大規模災害に対応するた
め米国にて開発され標準化された防災組織の指揮命令系統。基本
事項は、①あらかじめ任務が明確になっていてそれに必要な資源
がひとまとまりになっていること、②1人の監督者が管理できる人
数を３～７人までとすること。

事故収束活動の取り組み（本店緊急事態対策本部の改善）３

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.

（本部長）社長
（本部長代理）
原子力本部長
（副本部長）
原子力部長
（本部員）
関係執行役員

本部統括班

放射線管理班

応急復旧対策班

広報班

系統運用班

支援班
予備班

※赤字は追加

本部長統制範囲 7班→15班→６統括・班長
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浜岡原子力館での前進基地の設営・運営訓練発電所構内に移動用変電設備を設置する訓練

福島第一事故以降、外部電源の重要性を認識し、全社を挙げた復旧訓練に取り組んでいます。
2011年度～2017年度にかけて、送変電・配電部門と原子力部門の合同による外部電源復旧訓練
を実施し、外部電源の復旧作業の手順を確認しました。

2021年1月には分社化後初の外部電源復旧訓練を実施しました。今後も本取り組みを継続します。
（2020年4月送変電・配電部門は中部電力パワーグリッド（株）として分社化）

送電鉄塔の配線を接続する訓練

事故収束活動の取り組み（全社を挙げた発電所支援の訓練）３

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.
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＜支援拠点での業務＞
①発電所への支援物資の調整・搬送および応援・交替作業員等の派遣
②要員の入退域管理および被ばく管理
③人、車両等の汚染検査や除染等の放射線管理 等

原子力災害時の発電所支援の利便性等を考慮して、発電所に近い適切な位置に支援拠点候補施設を
6箇所確保しています。
当社は、円滑・適切な災害対策支援拠点の設営・運営のため、必要な資機材の輸送や設営・手順の確
認を行い、派遣要員の技能習得、習熟を図っています。

事故収束活動の取り組み（原子力事業所災害対策支援拠点の整備）

中部電力PG
磐田営業所

中部電力PG
掛川営業所

中部電力PG
島田営業所

浜岡原子力発電所

中部電力PG
島田電力センター
掛川分室

中部電力PG
島田電力センター

PG：パワーグリッド

中部電力PG
藤枝営業所

３

Copyr ight  © Chubu E lect r i c  Power  Co.,  Inc .  A l l  r i gh ts  reserved.

身体の汚染検査の受付

身体の表面汚染検査 車両の表面汚染検査

拠点の設営作業

＜災害対策支援拠点の候補地＞ ＜訓練の様子＞

（2022年10月 島田電力センター掛川分室）




